
令和７年第１回定例会議案一覧 
市長提出議案 
（令和７年２月２５日提出 ３９件） 

議
案
番
号 

件   名 提案理由・要旨 

議
決
月
日 

議
決
番
号 

議
決
結
果 

第 

1 

号 

議

案 

本庄市乳児等通園支援事業の設

備及び運営に関する基準を定め

る条例 

児童福祉法の一部改正に伴い、乳児等通園支援事業の設

備及び運営に関する基準を定めたいので、この案を提出

するものである。 

3

月

25

日 

第 

23

号 

原

案

可

決 

第 

2 

号

議

案 

本庄市高齢者住宅整備資金融資

条例を廃止する条例 

本庄市高齢者住宅整備資金融資制度を廃止したいので、

この案を提出するものである。 

3

月

25

日 

第 

24

号 

原

案

可

決 

第 

3 

号

議

案 

本庄市手数料条例の一部を改正

する条例 

建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律及び

建築基準法の一部改正に伴い、建築物に関する新たな事

務に係る手数料を定め、審査項目が追加となる事務の手

数料を改正したいので、この案を提出するものである。 

3

月

25

日 

第 

5

号 

原

案

可

決 

第 

4 

号

議

案 

本庄市行政手続における特定の

個人を識別するための番号の利

用に関する条例の一部を改正す

る条例 

地方公共団体情報システムの標準化に伴う住登外者宛名

番号管理機能による住登外者の情報の管理に関する事務

について、個人番号を利用できるようにする等したいの

で、この案を提出するものである。 

3

月

25

日 

第 

6

号 

原

案

可

決 

第 

5 

号

議

案 

刑法等の一部を改正する法律の

施行に伴う関係条例の整理に関

する条例 

刑法の一部改正に伴い、所要の改正をしたいので、この

案を提出するものである。 

3

月

25

日 

第 

7

号 

原

案

可

決 

第 

6 

号

議

案 

本庄市職員の勤務時間、休日及び

休暇に関する条例の一部を改正

する条例 

人事院規則の改正を踏まえ、特別休暇の取得事由及び取

得期間を拡大したいので、この案を提出するものである。 

3

月

25

日 

第 

8

号 

原

案

可

決 

第 

7 

号

議

案 

本庄市一般職職員の給与に関す

る条例等の一部を改正する条例 

人事院勧告及び埼玉県人事委員会勧告を踏まえ、一般職

職員の給与等を改定等したいので、この案を提出するも

のである。 

3

月

25

日 

第 

9

号 

原

案

可

決 

第 

8 

号

議

案 

本庄市長等の給料及び期末手当

の額の特例に関する条例の一部

を改正する条例 

市長等の給料等の減額措置の延長をしたいので、この案

を提出するものである。 

3

月

25

日 

第 

10

号 

原

案

可

決 



第 

9 

号

議

案 

本庄市会計年度任用職員の報酬

等に関する条例の一部を改正す

る条例 

人事院勧告を踏まえ、会計年度任用職員に地域手当を支

給したいので、この案を提出するものである。 

3

月

25

日 

第 

11

号 

原

案

可

決 

第 

10 

号

議

案 

本庄市税条例及び本庄市都市計

画税条例の一部を改正する条例 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利

用等に関する法律の一部改正に伴い、所要の改正をした

いので、この案を提出するものである。 

3

月

25

日 

第 

12

号 

原

案

可

決 

第 

11 

号

議

案 

本庄市非常勤消防団員に係る退

職報償金の支給に関する条例の

一部を改正する条例 

消防団員等公務災害補償等責任共済等に関する法律施行

令の一部改正に伴い、所要の改正をしたいので、この案

を提出するものである。 

3

月

25

日 

第 

13

号 

原

案

可

決 

第 

12 

号

議

案 

本庄市要介護高齢者介護手当支

給条例の一部を改正する条例 

要介護高齢者介護手当の支給要件を改正したいので、こ

の案を提出するものである。 

3

月

25

日 

第 

25

号 

原

案

可

決 

第 

13 

号

議

案 

本庄市敬老祝金給付条例の一部

を改正する条例 

敬老祝金の給付について、受給資格等を改正したいので、

この案を提出するものである。 

3

月

25

日 

第 

26

号 

原

案

可

決 

第 

14 

号

議

案 

本庄市地域包括支援センターに

おける包括的支援事業の実施に

係る基準を定める条例の一部を

改正する条例 

介護保険法施行規則の一部改正に伴い、所要の改正をし

たいので、この案を提出するものである。 

3

月

25

日 

第 

27

号 

原

案

可

決 

第 

15 

号

議

案 

本庄市指定介護予防支援等の事

業の人員及び運営並びに指定介

護予防支援等に係る介護予防の

ための効果的な支援の方法に関

する基準等を定める条例の一部

を改正する条例 

介護保険法施行規則の一部改正に伴い、所要の改正をし

たいので、この案を提出するものである。 

3

月

25

日 

第 

28

号 

原

案

可

決 

第 

16 

号

議

案 

本庄市ひとり親家庭等の医療費

の支給に関する条例の一部を改

正する条例 

ひとり親家庭等の医療費の支給について、埼玉県内の保

険医療機関等での現物給付等を実施したいので、この案

を提出するものである。 

3

月

25

日 

第 

29

号 

原

案

可

決 

第 

17 

号

議

案 

本庄市特定教育・保育施設及び特

定地域型保育事業の運営に関す

る基準を定める条例の一部を改

正する条例 

特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定

子ども・子育て支援施設等の運営に関する基準の一部改

正に伴い、所要の改正をしたいので、この案を提出する

ものである。 

3

月

25

日 

第 

30

号 

原

案

可

決 



第 

18 

号

議

案 

本庄市家庭的保育事業等の設備

及び運営に関する基準を定める

条例の一部を改正する条例 

家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準の一部改

正に伴い、所要の改正をしたいので、この案を提出する

ものである。 

3

月

25

日 

第 

31

号 

原

案

可

決 

第 

19 

号

議

案 

本庄市企業職員の給与の種類及

び基準に関する条例の一部を改

正する条例 

一般職職員に準じ、企業職員に地域手当等を支給等した

いので、この案を提出するものである。 

3

月

25

日 

第 

16

号 

原

案

可

決 

第 

20 

号

議

案 

財産の取得について 

ＣＤ－Ⅰ型消防ポンプ自動車を取得したいので、本庄市

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関

する条例第３条の規定により、この案を提出するもので

ある。 

3

月

25

日 

第 

14

号 

原

案

可

決 

第 

21 

号

議

案 

市道路線の廃止について 

市道第１－３６４号線 開発行為に伴い路線を短縮し再

認定するため廃止する。 

市道第１－３６５号線 開発行為に伴い路線を延長し再

認定するため廃止する。 

市道第１－３６６号線 開発行為に伴い路線を短縮し再

認定するため廃止する。 

市道第１－３６７号線 開発行為に伴い廃止する。 

市道第１－３６８号線 払下げにより廃止する。 

市道第１－３６９号線 払下げにより廃止する。 

市道第１－３７０号線 払下げにより廃止する。 

市道第１－３７１号線 払下げにより廃止する。 

市道第１－３７２号線 払下げにより廃止する。 

市道第１－４７８号線 開発行為に伴い廃止する。 

以上１０件について、この案を提出するものである。 

3

月

25

日 

第 

17

号 

原

案

可

決 

第 

22 

号

議

案 

市道路線の認定について 

市道第 ７７４７号線 開発行為に伴い認定する。 

市道第 ８６８５号線 開発行為に伴い認定する。 

市道第１－３６４号線 開発行為に伴い路線を短縮し再

認定する。 

市道第１－３６５号線 開発行為に伴い路線を延長し再

認定する。 

市道第１－３６６号線 開発行為に伴い路線を短縮し再

認定する。 

市道第１－４８１号線 開発行為に伴い認定する。 

以上６件について、この案を提出するものである。 

3

月

25

日 

第 

18

号 

原

案

可

決 

第 

23 

号

議

案 

児玉郡市及び深谷市における公

の施設の相互利用に関する協議

について 

児玉郡市及び深谷市における公の施設の相互利用に関す

る協定書に協定の有効期間を定め、併せて対象施設の変

更を行うため、改めて協定を締結したいので、この案を

提出するものである。 

3

月

25

日 

第 

15

号 

原

案

可

決 



第 

24 

号

議

案 

本庄市公平委員会委員の選任に

つき同意を求めることについて 

公平委員会委員 増井 武文 氏が令和７年３月２３日を

もって任期満了となるため、地方公務員法第９条の２第

２項の規定により本庄市公平委員会委員を選任したいの

で、この案を提出するものである。 

2 

月

27

日 

第 

1 

号 

原

案

同

意 

第 

25 

号

議

案 

本庄市教育委員会教育長の任命

につき同意を求めることについ

て 

教育長 下野戸 陽子 氏が令和７年３月３１日をもって

任期満了となるため、地方教育行政の組織及び運営に関

する法律第４条第１項の規定により本庄市教育委員会教

育長を任命したいので、この案を提出するものである。 

2

月

27

日 

第 

2

号 

原

案

同

意 

第 

26 

号

議

案 

人権擁護委員候補者の推薦につ

き意見を求めることについて 

人権擁護委員 加川 京子 氏が令和７年６月３０日をも

って任期満了となるため、人権擁護委員法第６条第３項

の規定により人権擁護委員の候補者を推薦したいので、

この案を提出するものである。 

2

月

27

日 

第

3

号 

原

案

同

意 

第 

27 

号

議

案 

専決処分の承認を求めることに

ついて 

令和６年度本庄市一般会計補正予算（第７号）につい 

て、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９ 

条第１項の規定により、別紙のとおり専決処分したの 

で同条第３項の規定により、これを報告して承認を求 

める。 

2

月

27

日 

第

4

号 

原

案

承

認 

第 

28 

号

議

案 

令和６年度本庄市一般会計補正

予算（第８号） 

補正予算額       △４４０，７６０，０００円 

総額        ３４，７３６，５０５，０００円 

繰越明許費の補正 

債務負担行為の補正 

地方債の補正 

3

月

25

日 

第 

38

号 

原

案

可

決 

第 

29 

号

議

案 

令和６年度本庄市国民健康保険

特別会計補正予算（第４号） 

補正予算額         △１，１２３，０００円 

総額         ８，１４３，０３３，０００円 

3

月

25

日 

第 

32

号 

原

案

可

決 

第 

30

号

議

案 

令和６年度本庄市介護保険特別

会計補正予算（第４号） 

補正予算額         ５５，１５０，０００円 

総額         ６，７９５，５４６，０００円 

3

月

25

日 

第 

33

号 

原

案

可

決 

第 

31

号

議

案 

令和６年度本庄市後期高齢者医

療特別会計補正予算（第２号） 

補正予算額         △５，５７４，０００円 

総額         １，１３７，６１１，０００円 

3

月

25

日 

第 

34

号 

原

案

可

決 



第 

32

号

議

案 

令和６年度本庄市水道事業会計

補正予算（第４号） 

収益的支出補正予定額   △１９，７０１，０００円 

総額         １，７２２，８４０，０００円 

資本的収入補正予定額    ５０，０００，０００円 

総額           ５９２，９４１，０００円 

企業債 

3

月

25

日 

第 

19

号 

原

案

可

決 

第 

33

号

議

案 

令和６年度本庄市下水道事業会

計補正予算（第５号） 

収益的収入補正予定額   △５７，９５４，０００円 

総額         ２，１７６，２２５，０００円 

収益的支出補正予定額   △４９，３７５，０００円 

総額         ２，１２１，２７１，０００円 

資本的収入補正予定額  △１８５，１５０，０００円 

総額         ２，１２０，０３８，０００円 

資本的支出補正予定額  △１８５，１５０，０００円 

総額         ２，５５０，９０７，０００円 

企業債 

他会計からの補助金 

3

月

25

日 

第 

20

号 

原

案

可

決 

第 

34

号

議

案 

令和７年度本庄市一般会計予算 

予算額       ３３，７０３，０００，０００円 

債務負担行為 

地方債 

一時借入金 

歳出予算の流用 

3

月

25

日 

第 

39

号 

原

案

可

決 

第 

35

号

議

案 

令和７年度本庄市国民健康保険

特別会計予算 

予算額        ７，９８９，４２１，０００円 

歳出予算の流用 

3

月

25

日 

第 

35

号 

原

案

可

決 

第 

36

号

議

案 

令和７年度本庄市介護保険特別

会計予算 

予算額        ６，７９１，４９５，０００円 

債務負担行為 

歳出予算の流用 

3

月

25

日 

第 

36

号 

原

案

可

決 

第 

37

号

議

案 

令和７年度本庄市後期高齢者医

療特別会計予算 
予算額        １，２０５，７１０，０００円 

3

月

25

日 

第 

37

号 

原

案

可

決 

第 

38

号

議

案 

令和７年度本庄市水道事業会計

予算 

業務の予定量 

収益的収入予定額   ２，１７８，４８７，０００円 

収益的支出予定額   １，８８５，８３０，０００円 

資本的収入予定額     ８０１，３８７，０００円 

資本的支出予定額   １，７８２，８８６，０００円 

継続費 

企業債 

予定支出の各項の経費の金額の流用 

議会の議決を経なければ流用することのできない経費 

たな卸資産購入限度額 

3

月

25

日 

第 

21

号 

原

案

可

決 



第 

39

号

議

案 

令和７年度本庄市下水道事業会

計予算 

業務の予定量 

収益的収入予定額   ２，１７２，６０１，０００円 

収益的支出予定額   ２，１４４，２９３，０００円 

資本的収入予定額   １，１０５，７９１，０００円 

資本的支出予定額   １，５２８，７３０，０００円 

債務負担行為 

企業債 

一時借入金 

予定支出の各項の経費の金額の流用 

議会の議決を経なければ流用することのできない経費 

他会計からの補助金 

3

月

25

日 

第 

22

号 

原

案

可

決 

 
 
市長提出追加議案 
（令和７年３月２５日提出 ２件） 

議
案
番
号 

件   名 提案理由・要旨 

議
決
月
日 

議
決
番
号 

議
決
結
果 

第

40

号

追

加

議

案 

令和７年度本庄市一般会計補正予

算（第１号） 

補正予算額        ２１８，８０５，０００円 

総額        ３３，９２１，８０５，０００円 

３

月

25

日 

第 

40

号 

原

案

可

決 

第

41

号

追

加

議

案 

令和７年度本庄市水道事業会計補

正予算（第１号） 

収益的収入補正予定額     ５，０００，０００円 

総額         ２，１８３，４８７，０００円 

収益的支出補正予定額     ５，０００，０００円 

総額         １，８９０，８３０，０００円 

他会計からの補助金 

 

３

月

25

日 

第 

41

号 

原

案

可

決 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



議員提出議案 
（令和７年３月２５日提出 ３件） 

議
案
番
号 

件   名 提案理由・要旨 

議
決
月
日 

議
決
番
号 

議
決
結
果 

議

第 

1

号

議

案 

本庄市議会議員定数条例の一部を

改正する条例 

本市議会の議員定数を２１人から２人減とし１９人とし

たいので、この案を提出するものである。 

 

３

月

25

日 

第 

42

号 

原

案

否

決 

議

第 

2

号

議

案 

本庄市議会の個人情報の保護に関

する条例の一部を改正する条例 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利

用等に関する法律の一部改正に伴い、所要の改正をしたい

ので、この案を提出するものである。 

 

３

月

25

日 

第 

43

号 

原

案

可

決 



議

第 

3

号

議

案 

安全・安心の医療・介護の実現の

ため人員増と処遇改善を求める意

見書 

新型コロナウイルス感染の拡大により、入院が必要にも

かかわらず入院できない「医療崩壊」や、介護を受けたく

ても受けられない「介護崩壊」が現実となり 

ました。これは、感染対策の遅れはもちろんのこと、他の

先進諸国と比べても圧倒的に少ない医師や看護師、介護職

員や保健師の不足が根本的な原因です。 

日本医療労働組合連合会・埼玉県医療介護労働組合連合

会などの団体が取り組んだ「２０２２年看護職員の労働実

態調査」結果では、仕事を辞めたいと「いつ 

も思う」と「ときどき思う」の合計は８割にものぼり、仕

事を辞めたい理由（３つまで選択）では、「人手不足で仕

事がきつい」６割、「賃金が安い」４割、「思うように休

暇が取れない」３割、「夜勤がつらい」２割、「思うよう

な看護ができず仕事の達成感がない」２割などと続きまし

た。 

毎年のように発生している自然災害時の対応や、新たな

感染症に備えるためにも、平常時から、必要な人員体制の

確保を国の責任で行い、対策の中心となる公 

立・公的病院や保健所の拡充など機能強化を強く求めま

す。そして国民誰もが安心して医療・介護を利用できるよ

う、保険料や一部負担金の負担軽減も必要です。 

よって、政府におかれましては、安全・安心の医療・介護

の実現のため下記の事項について取り組むことを求め、強

く要望します。 

 

記 

 

１ 安全・安心の医療・介護を実現するため、医師・看護

師・介護職員などの配置基準を抜本的に見直し、大幅に増

員すること。また、安定した人員確保のためにも、ケア労

働者の大幅賃上げを支援すること。 

 

２ 医療や介護現場における「夜勤交代制労働」に関わる

労働環境を抜本的に改善すること。 

①労働時間の上限規制や勤務間インターバル確保、夜勤回

数の制限など、労働環境改善のための規制を設け、実効性

を確保するための財政的支援を行うこと。 

②夜勤交替制労働者の週労働時間を短縮すること。 

③介護施設や有床診療所などで行われている「1 人夜勤体

制」をなくし、複数夜勤体制とすること。 

 

３ 新たな感染症や災害対策に備えるため、公立・公的病

院を拡充・強化し、保健所の増設など公衆衛生行政の体制

を拡充すること。 

 

４ 患者・利用者の負担軽減を図ること。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出し

ます。 

 

3

月

25

日 

第 

44

号 

原

案

可

決 

 
 


